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研究要旨 

喫煙および禁煙対策の経済影響を実地に解明することを目的に７名の研究者で研究班

を組織し、以下の結果を得た。 

１．将来に高額な医療費を必要とする状態に陥るリスクは、（喫煙者に比べて）非喫煙者

だけでなく禁煙者でも低下することから、禁煙による医療費減少効果が示唆された。 

２．高齢女性では受動喫煙に伴う医療費増加の可能性が示された。 

３．禁煙指導方法の費用対効果は（禁煙指導のコストより）禁煙成功率に大きく依存する。 

４．喫煙者が禁煙に取り組むうえで、タバコ価格の値上げは大きなきっかけとなった。し

かも、その影響はニコチン依存度の高い者で顕著であった。 

 

研究分担者 

岡村 智教 慶応義塾大学医学部衛生学公衆衛

生学講座・教授 

今中 雄一 京都大学大学院医学系研究科医療

経済学分野・教授 

田中 英夫 愛知県がんセンター研究所疫学・予

防部・部長 

谷原 真一 福岡大学医学部衛生・公衆衛生学講

座・准教授 

中村 幸志 金沢医科大学医学部公衆衛生学講

座・准教授 

村上 義孝 滋賀医科大学医学部医療統計学部

門・准教授 

 

Ａ．研究目的 

 現在、タバコ税の適正な額のあり方をめぐっ

て、国会などで議論されている。しかし、喫煙

の社会に及ぼす経済負担（医療費、労働損失な

ど）に関するデータの蓄積が不十分であるため、

その議論が冷静に深まっているとは言い難い。 

 本研究の目的は、喫煙および禁煙対策の経済

影響に関して、以下の４点を解明することであ

る。 

１） 喫煙・禁煙が医療費に及ぼす影響：非喫煙

者に比べ喫煙者の医療費は、どれくらい高

いか？ 禁煙を続けたら、医療費は非喫煙

者のレベルに戻るか？ 

２） 受動喫煙が医療費に及ぼす影響：受動喫煙

に曝露されている者の医療費は、どれくら

い高いか？ 

３） 禁煙プログラムの費用効果分析：カウンセ

リングやニコチン代替療法などの費用効

果比（１人の禁煙に要する費用）は、どれ

くらいか？ 

４） 経済的要因が禁煙行動に及ぼす影響：タバ

コ価格の上昇は、禁煙に取り組んだ者にど

れ程の影響を与えたか？ 

上記の研究目的を果たすため、７名の研究者

で研究班を組織した。各研究者は、禁煙対策の

経済影響の解明に適したコホート研究デー

タ・介入フィールドを有しており、対象者の規

模（合計 20万人）、追跡期間の長さ（辻＝15 年、

谷原・中村＝10年、他＝3～5年）、対象の多様

性（国保加入者、住民健診受診者、組合健保加

入者）等の点で他の追随を許さないものである。

これにより、長期禁煙の医療費影響という上記



の第１の質問に答える態勢が、わが国で初めて

整ったと言える。本年度は、これらデータの統

合解析を行う。 

 受動喫煙が医療費にどのような影響を及ぼ

しているのかを観察した研究は国内外を通じ

て報告されていない。上記の第２の質問に答え

ることにより、受動喫煙対策に対して根拠に基

づいた提言ができる。 

禁煙プログラム参加者が禁煙し続けること

が重要ではあるが、禁煙者の予後を長期追跡し

た研究は少ない。田中は医療機関の場で、中村

は職域で禁煙プログラムを実施し、その後の禁

煙状況を追跡している。これにより上記の第３

の質問に対して、精度の高い回答を提出できる。 

 平成 22年 10月にタバコ税増税によるタバコ

価格の値上げにより、喫煙率が低下したことは

広く知られている。しかし、実際に禁煙に取り

組んだ者にとって、タバコ価格の上昇がどれ程

のインパクトであったかを実地に調査したも

のは少ない。経済的要因が禁煙行動に及ぼす影

響を解明できれば、今後の価格設定に対する判

断材料を提供することができる。 

 これらの研究を通じて、エビデンスに基づく

禁煙対策の企画立案に貢献し、もって国民の健

康増進と疾病予防に資するものである。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究班は、研究代表者と６名の研究分担者

で構成される。研究班の進め方としては、第１

回研究班会議を平成 24年 6月 14日に開催して、

本年度の研究計画を協議するとともに、統合解

析に係るデータ授受の具体的方法を確認した。

その後、各研究者が互いに連携しつつ研究を進

めた。第２回研究班会議を平成 25年 1月 17日

に開催し、研究結果を取りまとめた。 

 なお、研究方法の詳細については、各分担研

究報告を参照されたい。 

（倫理面への配慮） 

 すべての研究は「疫学研究に関する倫理指針」

を遵守しており、所属施設の倫理委員会の承認

を受けている。個人情報の取り扱いなどの方法

に関する詳細については、各分担研究報告書を

参照されたい。 

 

Ｃ．研究結果 

 喫煙・禁煙が医療費に及ぼす影響については、

(1)国内５コホートの統合解析による喫煙歴ご

との医療費に関する研究（辻）、(2)地域集団に

おける喫煙習慣と医療費との関連に関する研

究（岡村）、(3)滋賀全市町の健診・医療費のデ

ータ解析（村上）が行われた。 

受動喫煙が医療費に及ぼす影響については、

宮城県大崎コホートの非喫煙女性を対象に検

討された（今中）。 

禁煙プログラムの費用効果分析については、

保険を使った禁煙治療および OTC禁煙補助薬使

用（田中）と職域における禁煙対策（中村）と

いう、さまざまな禁煙方法・対象集団において

検討された。 

経済的要因が禁煙行動に及ぼす影響につい

ては、禁煙に取り組んだことのある男性勤労者

（谷原）と地域住民における禁煙者（中村）と

いう、２つの異なる場で検討された。 

 以下に、各分担研究の概要を示す。 

 

１．喫煙・禁煙が医療費に及ぼす影響に関する

研究 

 本課題の研究結果は、４つの研究報告にまと

められている。「禁煙が医療費に及ぼす影響－

国内５コホートによる統合解析－」、「地域集団

における喫煙習慣と医療費の関連－国保医療

費からみた禁煙最優先推奨群の同定：大阪府Ｈ

市における高感度 CRP値を用いた検討」、「地域

集団における喫煙習慣と医療費の関連－Ｔ市

健診データにおけるブリンクマン指数と国保

医療費－」、そして「滋賀全市町の健診・医療

費のデータ解析－統計モデルを用いた喫煙の

月別医療費への影響－」である。  

以下、この順に研究結果の概要を示す。 

 

(1) 禁煙が医療費に及ぼす影響－国内５コホ

ートによる統合解析－ 



国内５コホートを統合し過去禁煙者と継続

喫煙者の将来の医療費を比較した。分散分析を

用いて検討した 77,171人（385,855人年）を対

象とするプール解析では有意な平均医療費の

差は見いだされなかった。一方 62,572 人

（594,587 人年）のデータを統合したメタアナ

リシスにでは、40～69歳においてすでに禁煙し

ていた者は、近い将来高額な医療費を要する相

対リスクが継続喫煙者よりも有意に低かった

（オッズ比 0.82、95％信頼区間: 0.74-0.90）。

この関連は生存例のみの解析でも認められ、ま

たコホート間などで明らかな異質性は観察さ

れず一般化可能な結果と考えられた。ただし女

性においては禁煙者と継続喫煙者の高額医療

費リスクに有意差が認められず、男性での結果

と統計学的異質性が観察された。 

死亡リスクだけでなく高額な医療費の発生

リスクが禁煙群において有意に低いことは、禁

煙が長寿達成のみならず医療費抑制のために

も推奨されるべき施策であることを示唆する

ものである。 

 

(2) 地域集団における喫煙習慣と医療費の関

連－国保医療費からみた禁煙最優先推奨

群の同定：大阪府Ｈ市における高感度 CRP

値を用いた検討 

喫煙が医療費に与える影響は、喫煙者の多い

日本においては特に大きいと考えられている。

本研究では、比較的短い期間での喫煙と医療費

の直接的な関係を検討するため、大阪府羽曳野

市の 2007 年度健診で聴取された喫煙状況と、

2008～2010 年度の医療費の突合を行い、炎症反

応でもある動脈硬化を反映する指標である高

感度 CRP値と組み合わせて医療費との関連を検

討した。１ヵ月あたりの平均医療費上位 10％に

入るリスクについて、年齢・BMI 等で調整した

多重ロジスティック回帰にて分析したところ、

高感度 CRP 値 0.1mg /dL以上の喫煙者群におい

ては、非喫煙者群に比べてリスクが 1.72 倍

（95％信頼区間 1.27- 2.32）であった。同様の

リスク上昇は、性別で層化しても認められた。

また 65 歳未満の女性喫煙群で最も高いオッズ

比を示した（2.36：95％信頼区間 1.36-4.00）。 

以上のことから、喫煙者で高感度 CRP 0.1mg 

/dL 以上（基準範囲上限）の場合、近未来の高

医療費群となりうる可能性があり、特に女性や

65 歳未満でその傾向が強く出ていたことから、

CRP 基準範囲上限の場合、より積極的に禁煙を

勧めるべきと考える。 

 

(3) 地域集団における喫煙習慣と医療費の関

連－Ｔ市健診データにおけるブリンクマ

ン指数と国保医療費－ 

喫煙習慣がわが国の医療費に及ぼす影響を

明らかにするため、地域住民を対象としたコホ

ート研究を行い、長期的な喫煙曝露の指標であ

るブリンクマン指数（Brinkmann Index）に着

目して医療費との関連を検討した。兵庫県Ｔ市

の基本健診受診者のうち、国民健康保険被保険

者である 6,432人を対象に、健診受診後３年間

の総医療費、入院医療費を追跡して、健診時の

ブリンクマン指数との関連を検討した。男性で

はブリンクマン指数が増加すると総医療費も

増加する傾向がみられ、特にブリンクマン指数

1600 以上の者では、総医療費が高額で、

high-cost user（医療費が上位 25％）になるリ

スクや入院医療費がかかるリスクも高かった。

女性では、ブリンクマン指数の高い者が少なく

分析は困難であったが、ブリンクマン指数が高

い者では、やはり high-cost user になるリス

ク、入院医療費が発生するリスクも高い傾向が

みられた。 

以上より、健診などでブリンクマン指数を聴取

し、指数が高い者はがんや循環器・呼吸器疾患

の予防という観点ならびに医療費適正化の観

点からも、ハイリスク者として分類し、禁煙指

導をはじめとする保健指導を重点的に行うこ

とが有用である可能性が示唆された。 

 

(4) 滋賀全市町の健診・医療費のデータ解析－

統計モデルを用いた喫煙の月別医療費へ

の影響－ 



喫煙状況と月別医療費の関連について、経時

データ解析により年齢変化（加齢）や短期的変

動を考慮に入れた分析を実施した。滋賀県全市

町の健診・医療費データベースの中で、調査時

に 40 歳以上 80 歳未満、2000 年４月から 2006

年３月の６年間の全データが存在する人を対

象者とした。使用した月別医療費データの延べ

観察月数は 2,393,424 件である。統計解析は

性・年齢階級別（40、50、60、70 歳以上)に実

施し、収縮期血圧、糖尿病の有無、時点年齢を

調整因子としたガンマ回帰により、非喫煙群に

対する禁煙、現在喫煙のコスト比を推定した。 

その結果、男性では顕著な傾向がみられなか

ったものの、70 歳代を除く女性の各年齢層で、

禁煙・現在喫煙群で非喫煙群に比べ医療費が

1.2 倍程度増加する傾向があり、入院医療費、

入院外医療費においても同様の傾向であった。 

 

２．受動喫煙が医療費に及ぼす影響に関する研

究 

受動喫煙の曝露による健康被害が明らかに

なり、肺がんや虚血性心疾患など能動喫煙と同

じ病気の危険因子となることがわかってきた。

タバコの経済的負担の研究によって能動喫煙

による超過医療費が近年明らかになりつつあ

るが、受動喫煙による超過医療費については世

界的に知られていない。 

受動喫煙が医療費に及ぼす影響を明らかに

するために、質問紙調査によって評価した受動

喫煙状態と、前向きに長期に収集した大崎コホ

ートの医療費データを個人レベルで連結した

後、受動喫煙に高度曝露される女性、中等度曝

露される女性、曝露されない女性の間の医療費

の差を統計解析した。 

成人女性の医療費を年齢階級別に分析する

と、受動喫煙が医療費に及ぼす影響が明らかに

なった。受動喫煙に高度曝露された 70～79 歳

の女性は、曝露されない 70～79 歳の女性に比

べて統計学的有意に多くの医療費を費やした

ことが示された。 

本研究は受動喫煙によって医療費が増加す

ることを個人レベルの観察データに基づいて

世界で初めて実証した。受動喫煙を健康面だけ

でなく経済面からも防止する意義があると政

策提言することをサポートする高いレベルの

エビデンスである。 

 

３．禁煙プログラムの費用効果分析 

本課題の研究結果は、２つの研究報告にまと

められている。「各種禁煙プログラムに関する

費用効果分析－保険を使った禁煙治療および

OTC 禁煙補助薬利用によって生み出される禁煙

成功者に要したコスト」と「職域における禁煙

対策の費用対効果」である。 

以下、この順に研究結果の概要を示す。 

 

(1) 各種禁煙プログラムに関する費用効果分

析—保険を使った禁煙治療および OTC 禁煙

補助薬利用によって生み出される禁煙成

功者に要したコスト 

保険を使った禁煙治療および OTC（Over The 

Counter：薬局での対面販売）禁煙補助薬の利

用によって生み出される禁煙成功者１人に要

したコストを明らかにすることを目的とする。 

保険を使った禁煙治療では、協力施設の禁煙

外来に受診した 607 名を対象とした。医療コス

トは、禁煙治療に要した人件費、医療機関での

その他のコスト、保険薬局でのコストを足した

総額とし、疾患別に禁煙成功者を生み出すため

に要したコストを算出した。 

OTC 禁煙補助薬利用では、名古屋市内のドラ

ッグストアの調査にて、OTC 禁煙補助薬を購入

した 98 名を対象とした。医療コストは、購入

金額の総計＋薬剤師の指導時間コスト＋薬局

に行くまでの禁煙希望者の時間コストとした。

2002 年の臨床試験（中村ら）での OTC禁煙補助

薬利用者における脱落率と禁煙成功率を用い

ても、その分析を行った。 

保険を使った禁煙治療では、一人あたりにか

かった医療コストは、全体で 54,382 円であっ

た。禁煙成功者一人を生み出すためのコストは、

216,337 円となった。対象者を基礎疾患別に分



けてみると、基礎疾患なし 215,457 円、がん

178,430 円、循環器疾患 313,178 円、精神疾患

247,798円であった。 

OTC 禁煙補助薬では、名古屋市で調査した結

果の、禁煙成功率 13％に基づくと、禁煙成功者

一人を生み出すためのコストは 156,585円とな

った。また、臨床試験の成績から引用した禁煙

成功率 42％とした場合では、131,316円となっ

た。 

以上より、介入方法によって費用対効果は異

なるが、他の健康介入や一次予防と比べ、禁煙

介入の費用対効果は良好であると考えられた。 

 

(2) 職域における禁煙対策の費用対効果 

2006〜2008 年度に富山県の某アルミニウム

製品製造業事業所において個別禁煙支援を実

施した。カウンセリングの後、６ヶ月間電子メ

ールや社内便を用いて週１回禁煙日誌の提出

を求めて、激励・助言の返信をした。ニコチン

パッチを希望する者には処方した。当該事業所

の雇用者の視点から本禁煙支援プログラムの

費用対効果（１名の禁煙成功に要する費用）を

検討した。費用の総額を禁煙成功者数で除した

数値を本禁煙支援プログラムの費用対効果と

した。同様の解析をニコチン依存度別に行った。 

必要な情報を提供した 151名（男性 146名、女

性 5名）の参加者の中で、禁煙を２年間継続でき

た者の割合（禁煙成功率）は 49.7％（75/151）で

あった。ファーガストローム・ニコチン依存度テ

スト（FTND）が 0-2 点（軽度）群、3-6 点（中等

度）群、7-10点（重度）群の禁煙成功率はそれぞ

れ 63.6％（21/33）、46.5％（40/86）、43.8％（14/32）

であった（傾向性検定 p=0.03）。本禁煙支援プロ

グラムにかかった費用の総額は 3,478,402円であ

り、物品費用、支援提供者（産業医・保健師）機

会費用および参加者機会費用の占める割合はそ

れぞれ 33.4％、23.5％ (3.4％、20.1％)および

43.1％であった。 

対象集団全体での本禁煙支援プログラムの費

用対効果は 46,379円であった。FTND0-2点群では

31,953 円、3-6 点群では 47,450 円、7-10 点群で

は 64,956円であった。 

 

４．経済的要因が禁煙行動に及ぼす影響に関す

る研究 

 本課題の研究結果は、２つの研究報告にまと

められている。「男性勤労者における禁煙取組

理由とニコチン依存度の関連」と「一地方市に

在住する禁煙者の特性」である。 

以下、この順に研究結果の概要を示す。 

 

(1) 男性勤労者における禁煙取組理由とニコ

チン依存度の関連 

喫煙者が禁煙に取り組む理由には様々なも

のが報告されているが、ニコチン依存度と禁煙

に対する取組との関連は十分検討されていな

い。今回、男性勤労者を対象に禁煙取組理由と

ニコチン依存度の関連を検討した。 

福岡県のある健保組合の 2011年 10月 1日時

点で健保本人であり、調査時点での満年齢が 20

～69歳であった男 5,681 名の内、本調査に回答

が得られた 4,733 名（83.3％）の中で欠損値の

なかった男の喫煙者 2,264名（47.8％）を対象

として現在の喫煙状況、ニコチン依存度、過去

一年間の禁煙に対する取り組み、禁煙に取り組

んだ場合はその理由を質問紙により調査した。 

ニコチン依存度は、Fagerstrome Test for 

Nicotine Dependence（FTND）を用いた。ニコ

チン依存度が低い者の方が過去一年間で禁煙

に取り組んだ者の割合が高くなっており、禁煙

に取り組んだ理由とニコチン依存度の関連を

検討した結果、「何となく体調が悪かったから」

と「健康のため」はニコチン依存度の低い者が

理由として挙げる割合が高く、「2010年 10月に

タバコの値段が上がったから」はニコチン依存

度の高い者が理由として挙げる割合が高くな

っていた。たばこ税の引き上げはニコチン依存

度の高い者に対する喫煙対策として他の対策

より有効と考えられた 

 

(2) 一地方市に在住する禁煙者の特性 

2010 年に石川県七尾市に住民登録のある約



59,000 の中から性、年齢階級ごとに無作為に抽

出した 20〜79 歳の 149 名の禁煙者を対象とし

た。 

男性禁煙者（119名）の平均年齢 (±標準偏差)

は 57.2(±15.0)歳であり、女性喫煙者（30 名）

のそれは 46.3(±11.5)歳であった。喫煙者の中で

禁煙時に重篤疾病を保有していた者の割合は、男

性で 15.1％であり、女性で 0％であった。禁煙者

の禁煙理由を多い順に挙げると、男性で「疾病は

ないが、健康を気にした(25.2％)」、「非重篤疾病

や軽微な呼吸器症状あり(22.7％)」、「単に吸いた

くなくなった (19.3％ )」、「重篤疾病あり

(14.3％)」、「出費を抑えたい(7.6％)」、「その他

(7.6％)」、「社会情勢が厳しい(3.4％)」であった。

女性で「疾病はないが、健康を気にした(20.0％)」、

「出費を抑えたい(20.0％)」、「非重篤疾病や軽微

な呼吸器症状あり(13.3％)」、「妊娠(13.3％)」、

「社会情勢が厳しい(13.3％)」、「単に吸いたくな

くなった(10.0％)」、「その他(10.0％)」であった。

男女とも約 95％の禁煙者はどのような禁煙サポ

ートも利用せずに、また、どのような禁煙補助具

も使用せずに独力で禁煙した。 

1999 年以前に禁煙を始めた集団と比べると、

2000 年以降に禁煙を始めた集団では禁煙理由と

して「出費を抑えたい(17.7％ vs 1.4％)」と「社

会情勢が厳しい(7.6％ vs 2.9％)」を挙げた者の

割合が多かった。 

 

Ｄ．考 察 

 本研究成果を要約すると、以下のようになる。 

1. 将来に高額な医療費を必要とする状態に

陥るリスクは、（喫煙者に比べて）非喫煙

者だけでなく禁煙者でも低下することか

ら、禁煙による医療費減少効果が示された。 

2. 高齢女性では受動喫煙に伴う医療費増加

の可能性が示唆された。 

3. 禁煙指導方法の費用対効果は（禁煙指導の

コストよりも）禁煙成功率に大きく依存す

る。 

4. 喫煙者が禁煙に取り組むうえで、タバコ価

格の値上げは大きなきっかけとなった。し

かも、その影響はニコチン依存度の高い者

で顕著であった。 

 学術研究という観点における本研究事業の

意義は２つある。第１に、国内５コホートを統

合したことにより、62,572 人（594,587 人年）

という未曾有の規模でメタアナリシスを実施

したことである。これにより、喫煙と禁煙が医

療費に及ぼす影響について妥当性と信頼性の

ある結果が得られた。第２に、受動喫煙によっ

て医療費が増加することを個人レベルの観察

データに基づいて世界で初めて実証したこと

である。これは、受動喫煙を健康面だけでなく

経済面からも防止する意義があると政策提言

することをサポートするエビデンスと言える。 

 また政策研究という点では、第１に将来に高

額の医療費を必要とする状態に陥るリスクは

（現在喫煙者に比べて）非喫煙者だけでなく禁

煙者でも低下することを明らかにしたことに

意義がある。これはすなわち、（禁煙への関心

が低い、または禁煙の効果に懐疑的な）喫煙者

に対する新たな動機付けとなる可能性がある。

第２に、禁煙指導をはじめとする保健指導を重

点的に行うべき集団（ブリンクマン指数の高い

者、CPR 高値の者）を同定したことで、禁煙指

導の効果と効率を高める戦略が考えられる。第

３に、禁煙プログラムの費用効果比が示された

ことから、喫煙者の過剰医療費を考えると禁煙

プログラムは費用効果的なものであることが

分かった。最後に、喫煙者が禁煙に取り組むう

えで、タバコ価格の値上げは大きなきっかけと

なったことを実証できたので、今後のタバコ価

格の設定に関するエビデンスを提示すること

ができた。 

 今後は、以上の研究成果をできるだけ広く社

会に伝え、健康日本 21（第二次）にも活用して

いただくことを通じて、わが国における喫煙対

策のさらなる進歩と医療費の適正化に貢献す

るものである。 

 

Ｅ．結 論 

 喫煙および禁煙対策の経済影響を実地に解



明することを目的に７名の研究者で研究班を

組織し、以下の結果を得た。 

1. 将来に高額な医療費を必要とする状態に陥

るリスクは、（喫煙者に比べて）非喫煙者だ

けでなく禁煙者でも低下することから、禁

煙による医療費減少効果が示された。 

2. 高齢女性では受動喫煙に伴う医療費増加の

可能性が示唆された。 

3. 禁煙指導方法の費用対効果は（禁煙指導の

コストよりも）禁煙成功率に大きく依存す

る。 

4. 喫煙者が禁煙に取り組むうえで、タバコ価

格の値上げは大きなきっかけとなった。し

かも、その影響はニコチン依存度の高い者

で顕著であった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 
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